
小金井市行財政改革市民会議（第５回）次第 

 

日時 令和４年１月２０日（木） 

午後７時００分から    

場所 WEB会議         

 

１ 会議録の確定について 

 

２ アクションプラン２０２０進行管理シート（令和２年度分）について 

 

３ （仮称）行財政改革２０２５及び策定スケジュールについて 

 

４ 今後の行財政改革市民会議の進め方について 

 

５ 行財政改革審議会の設置について 

 

６ その他 

 

 

※ 配付資料 

  資料１ アクションプラン２０２０進行管理シート（令和２年度分）（案） 

     ※ 行財政改革市民会議進捗チェックコメント案入り 

  資料２ （仮称）行財政改革２０２５策定について 

  資料３ （仮称）小金井市行財政改革２０２５ たたき台（案） 

  資料４ 小金井市行財政改革審議会の設置について 



小金井市行財政改革市民会議（第５回）

■記載内容

□改善事項（A）

■進行管理／進捗チェックの流れ

①各部署での自己評価（Ｄ・Ｃ・Ａ）

③各部署が記入した評価等を見直し（Ｃ・Ａ）

資料１

令和４年１月２０日

　行財政改革市民会議（庁外）での進捗チェック（Ｃ・Ａ）

【凡例】

　　Ｓ：計画を超えて達成

　　Ａ：計画どおりに達成

　　Ｂ：実施したが計画に未達

　　Ｃ：未実施

・今期の評価（Ｃ）が「Ｂ」「Ｃ」評価の場合は、次年度に向けた取組内容を記入

取組項目ごとの、令和２年度の計画（Ｐ）に対する、令和３年３月末時点の取組内

容

計画（Ｐ）に対する取組についての評価と評価の理由を記入

②行財政再建推進本部（庁内）での進行管理　及び

・アクションプラン２０２０で定めた計画（Ｐ）の変更が必要な場合、その内容

□今期の評価（C）

□R２年度の取組

アクションプラン２０２０進行管理シート（令和２年度分） （案）

（評価の例）
課内検討 → Ｓ：庁議等で協議し一定結論を得た

Ａ：課内検討を終え一定結論を得た
Ｂ：検討を進めたが結論を得ていない
Ｃ：課内検討に至らなかった

庁内検討 → Ｓ：行政決定し、事業を実施した
Ａ：庁議等で協議し一定結論を得た
Ｂ：検討を進めたが結論を得ていない
Ｃ：庁内検討に至らなかった

実施 → Ｓ：想定以上の成果が出た
Ａ：ほぼ想定どおりの成果が出た
Ｂ：効果が想定を下回った、実施時期が遅れた
Ｃ：実施に至らなかった

推進 → Ｓ：新たな取組へ昇華した
Ａ：遺漏なく推進した
Ｂ：推進したが実施できなかった
Ｃ：事業自体廃止した
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取組①

R２上半期 R２下半期 評価

企画政策課 ⑧推進 → Ａ

企画政策課
④審議会

等
→ Ａ

行政経営
担当

⑤準備 → Ｃ

納税課 ⑧推進 → Ｂ

納税課 ⑧推進 → Ａ

納税課
③庁内検

討
→ Ｃ

新型コロナウ
イルス感染
症の影響を
注視し、令和
４年度以降の
実施に向け
た実務面の
整理や例規
等の検討を
行う。

なし

第５次小金井市基本構想の策定

新型コロナウ
イルス感染症
の影響を踏ま
えた計画とす
るため、令和
２年度末まで
の策定期間を
半年程度延伸
し、令和３年２
月から３月に
は２回目のパ
ブリックコメン
トを実施

計画素案の検
討

令和３年度中の計画
策定に向け、延期し
た審議予定に沿い
検討を進めた。

なし

第４次小金井市基本構想・後期基
本計画とまち・ひと・しごと創生総合
戦略の推進

継続実施 計画の推進

第４次後期基本計画
及びまち・ひと・しご
と創生総合戦略の
進行管理を引き続き
実施した。

徴収引継（債権管理の推進）

・多摩２６市債
権管理状況調
査の実施
・調査結果の
庁内共有

多摩２６市債
権管理状況調
査結果

調査等を実施したも
のの、新型コロナウ
イルス感染症の影
響により、市税納付
困難な方への対応
を優先することとし、
関係課との協議等を
行わなかったため。

新型コロナウ
イルスの状
況を見極め
ながら推進で
きるよう取り
組む。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

後世に夢を残そう！
税収等の確保

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

不動産公売・インターネット公売 未実施 なし

新型コロナウイルス
の影響により捜索等
が実施できなかった
ことから、公売に至
らなかった。

市税収納率の改善
（東京都市部で上位となる収納率
の確保・維持）

継続実施 歳入確保

東京都市部で上位と
なる収納率を確保で
きたが、新型コロナ
ウイルスの影響があ
り、前年度より若干
下回った。

なし

徴収困難な市債権引継ぎ 未実施 なし

新型コロナウイルス
の影響で納付が困
難な方の納税相談
が中心となり、市債
権引継ぎの検討が
進められなかった。

課内検討を
行い課題点
の洗出しを行
いながら庁内
検討できるよ
う準備する。
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R２上半期 R２下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

まちづくり
推進課

⑧推進 → Ａ

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・徴収引継（債権管理）の取組以外については、概ね計画どおりに進捗していると評価します。

・新型コロナウイルス感染症の影響により、市の財政の根幹である税収に大きな影響が長期的に及ぶことが考えられます。

・市では、市税徴収に注力して徴収引継（債権管理）の開始は延伸するとのことですが、所得が大きく減少した納税者等への配慮を
適切に行いつつ、税以外の収入の確保及び各制度の公平性を担保するため、引き続き検討を進めてください。

開発の推進
法・条例・要
綱に基づく開
発指導

良好な住環境
整備の推進

条例・要綱に基づ
き。適切に推進して
いるため。

なし
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取組②

R２上半期 R２下半期 評価

企画政策課 ⑧推進 → Ａ

行政経営
担当

⑧推進 → Ｂ

行政経営
担当

⑦実施 ⑧推進 Ｃ

生涯学習課
②課内検

討
→ Ｃ

寄付金の募集強化
（ふるさと納税の活用推進）

・寄附の募集
及びお礼品事
業者への広報
・新型コロナ
ウイルスに係
る対応検討

・お礼品の追
加
・新型コロナ
ウイルスに係
る寄附受付可
能な体制の構
築

お礼品を追加したほ
か、コロナ支援に関
する寄附の使途を追
加し、寄附金の募集
強化に努めた。

なし

各課におい
て、クラウド
ファンディン
グを歳入確
保策の一つ
として活用で
きるよう、マ
ニュアル等の
作成を行う。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

知恵と工夫で勝負！
新たな財源等の確保

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

寄付金の募集強化の仕組みづくり

ふるさと納税
制度を活用し
たクラウドファ
ンディングの
実施

・3,884千円の
寄附金
・クラウドファ
ンディング実
施時の実務の
整理

関係課と協議の上、
医療関係者支援を
目的としたクラウド
ファンディングを実
施したものの、推進
するには至らなかっ
たため。

広告等の活用推進
スポーツ振興
担当との情報
共有

検討状況の把
握

スポーツ振興担当に
おいて、栗山運動公
園におけるネーミン
グライツ導入に関す
る検討が継続されて
いるが、新たな取組
の実施には至ってい
ないため。

・スポーツ振
興担当にお
けるネーミン
グライツ導入
の検討状況
の注視及び
支援
・そのほかの
広告収入に
係る先進事
例等の研究

ネーミングライツ導入
（総合体育館・栗山運動公園）

新型コロナウ
イルス感染症
による不安定
な施設運用と
東京２０２０大
会対応により
取組なし

なし
進捗することができ
なかったため。

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・「寄付金の募集強化（ふるさと納税の活用促進）」の取組について、お礼品の追加などにより寄附件数が増加したことを評価しま
す。

・「寄付金の募集強化の仕組みづくり」では、令和２年１２月にふるさと納税制度を活用したクラウドフファンディングを実施したとのこ
とですが、今後、他の取組についてもクラウドファンディングが実施できないか、検討を進めてください。

・「広告等の活用促進」の現在の検討課題は「ネーミングライツ導入」とのことですが、行財政改革プラン２０２０の計画期間内に新た
な取組を実行できなかったことは遺憾です。なお、栗山公園健康運動センターへのネーミングライツ導入の可否について、令和５年
度を目途とした検討を確実に進めてください。

令和３年度に
立ち上げ予
定のスポーツ
推進審議会
において審
議の上、令和
５年度中を目
途として結論
を出す方向
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取組③

R２上半期 R２下半期 評価

企画政策課
②課内検

討
③庁内検

討
Ａ

行政経営
担当

④審議会
等

→ Ａ

財政課 ⑧推進 → Ａ

管財課 ⑨検証 ⑪見直し Ａ

管財課 ⑧推進 → Ｂ

管財課 ⑧推進 → Ａ

管財課 ⑧推進 → Ａ

管財課
③庁内検

討
→ Ａ

会計課 ⑧推進 → Ａ

事務の効率
化

各課からの問合せ
への対応、研修の実
施等により、順調に
進んでいる。

契約事務研
修を、関係各
課と調整しな
がら更に充
実させる。

縮小実施も含
めた今後の方
向性を決定

R元年度財務
書類

職員はもとより、市
民に対して分かりや
すいものとなるよう
内容を工夫した。

「小金井市に
おける新たな
行政評価の
再構築につい
て（中間報
告）」

市議会との新たな事
務事業評価に係る
勉強会の中間報告
をまとめ、令和３年
度中の試行、令和４
年度からの本格実
施の方向性を確認し
たため。

３件処分
遺漏なく処分を行っ
た。

なし

なし
該当案件がなく、情
報収集にとどまった
ため。

今後、該当案
件があった
場合に実施・
推進する。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

類似団体から学べ！
コスト管理・特別会計等健全化の推進

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

今後の周年事業の
方向性について、見
直しも含めた検討を
行い、決定した。

なし市制施行周年事業の見直し

２６市へ調査
を実施し、今
後の方向性を
検討

地方公会計の整備

令和３年度に
おいても勉強
会を継続す
るとともに、
令和３年度
下半期に新
たな事務事
業評価を試
行し、試行段
階の課題を
踏まえて、令
和４年度から
本格実施す
る。

なし継続実施

各部・各課コスト管理の推進

市議会との新
たな事務事業
評価に係る勉
強会の実施

地方公会計の整備

令和２年度の
備品管理状
況を取りまと
めた

備品管理が
適正に行われ
た

既定のスケジュール
どおりに進行してい
る。

なし

公用車の削減 継続 1台削減 管財課車両1台削減 なし

地方公会計の整備 継続
適切な情報共
有を行った。

関係各課連携し、業
務を推進した。

なし

主管課契約事務の見直し

主管課契約
事務に関する
問合せ対応
及び研修の実
施

低未利用地の活用・処分 随時対応

新たな入札契約方式（ＤＢ・ＤＢＯ
等）の活用促進

情報の収集
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R２上半期 R２下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

保険年金課 ⑧推進 → Ａ

環境政策課 ⑤準備 ⑦実施 Ａ

交通対策課
③庁内検

討
→ Ａ

交通対策課
③庁内検

討
→ Ｃ

放置自転車撤去業務の見直し
課内検討を踏
まえ庁内検討
を実施

個別業務の
見直しの方が
有益である

業務の一括化を検
討したが、個別業務
の見直しの方が有
益と判断したため。

なし

土地所有者
との協議継
続を要する。

なし高架下の活用（駐輪場・保管所）

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・概ね計画どおりに進捗していると評価します。

・「特別会計の健全化」及び「低未利用公園等の活用」については、着実に進められていることを評価します。

・なお、「各部・各課コスト管理の推進」として、現在、事務事業評価を含む行政評価の再構築を進めているとのことです。しかし、令
和３年度に試行実施する予定だったものが、既に遅延している点は遺憾です。
行政評価については、全国でも方法が多様化しており、再構築に向けた制度設計は入念に行う必要があります。この点を踏まえ、
次期の行財政改革の推進に資する行政評価になるよう、検討を進めてください。

高架下活用につい
ては、土地所有者と
の具体的な協議に
至らなかった。

未実施

中町シダレザ
クラ緑地の用
途変更及びサ
ンシュユ緑地
の用途廃止
（売却）を実施

売却により
6,137,000円の
歳入

低未利用公園はこ
のほかにも数多くあ
るものの、計画に基
づき、可能な範囲で
売却等を着実に実
施したため。

なし

特別会計の健全化

低未利用公園等の活用

継続実施
法定外繰入
金の削減

財政健全化計画ど
おり実施したため。

なし
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取組④

R２上半期 R２下半期 評価

行政経営
担当

⑧推進 → Ｂ

行政経営
担当

③庁内検
討

→ Ｃ

広報秘書課
②課内検

討
→ Ａ

管財課 ⑤準備 → Ｂ

会計課 ⑤準備 ⑦実施 Ａ

市民課 ⑧推進 ⑨検証 Ａ

見積書を取得
し現状と比較
検討すること
が出来た。

費用対効果が低い
ことが明確となった
ため。

総合案内業務の見直し 未実施 なし

併せて検討していた
市民課窓口委託の
状況を検証した上
で、検討することと
し、具体的な庁内協
議等を行っていない
ため。

新庁舎にお
ける総合案
内業務の内
容を見据えな
がら、業務の
見直しに向け
た検討及び
関係課との
協議を行う。

公民連携アウトソーシング基本方
針に基づく業務見直し

継続
課題の明確
化

新たな業務見直し等
検討

新庁舎等の
施設管理に
ついて、関係
各課と協議し
ながら検討す
る。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

民の強み、行政の役割！
公民連携アウトソーシングの推進

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

公民連携アウトソーシング基本方
針の策定

各課における
取組の推進

・庶務課にお
ける施設管理
業務の全校
委託の完了
・学校給食調
理業務委託に
係る視察、職
員組合との合
意

委託等を開始した取
組が複数ある一方、
従前の行財政改革
大綱から位置付けら
れていた取組につい
て、アクションプラン
２０２０の計画期間
内での実施に至らな
かった取組もあった
ため。

従前の行財
政改革大綱
から位置付
けられている
取組につい
て、検討の継
続と方向性
の決定を促
すとともに、
新たな公民
連携手法に
ついての研
究を行う。
また、基本方
針の改定に
向けた検討
を進める。

なし秘書業務の一部派遣化

他自治体事
例を参考に、
人材派遣事
業者に対し見
積等を取得

収納・振込業務の効率化

インターネット
バンキング口
座振替の導
入を完了し、
実施してい
る。

適正に管理、
稼働してい
る。

問題なく適正に稼働
している。

なし

市民課窓口委託

令和元年度
から引き続き
フロア案内業
務、郵送業
務、受付業
務、証明業務
を委託してい
る。

令和元年度
から引き続き
会計年度任
用職員（月額
制）５人、正規
職員３人を減
員している。

受付から作表までの
部分については接
客も含め、委託業者
のノウハウの蓄積や
独自マニュアルの整
備により、サービス
に寄与している。郵
送業務の処理も円
滑に進められてい
る。

令和４年度に
契約更新時
期を迎えるた
め、委託の業
務について
検証を進め
る。
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R２上半期 R２下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

コミュニティ
文化課

③庁内検
討

②課内検
討

Ｂ

自立生活
支援課

⑤準備
②課内検

討
Ｃ

保育課 ⑤準備 → Ｃ

保育課
③庁内検

討
→ Ｃ

児童
青少年課

①調査 → Ｃ

児童
青少年課

②課内検
討

→ Ｃ

庶務課 ⑦実施 → Ａ

学務課 ⑤準備 → Ａ
第三者機関
の検討

学校給食調理業務の更なる委託
職員団体と協
議を行った。

職員団体と合
意に至り、覚
書を締結し
た。

「R4/4に１校、その
検証を経た上で
R6/4にもう１校を委
託」で職員団体と合
意し、更なる委託に
向け前進した。

児童館業務委託 未実施 なし

学童大規模化への
次年度対応とコロナ
禍での子供の居場
所充実を優先したた
め。

学童大規模
化や施設複
合化を見据
えた検討が
必要であるた
め、課内検討
を継続。

公民連携アウトソーシング基本方
針に基づく業務見直し

・令和２年３月
にはけの森美
術館運営協
議会から提出
された「小金
井市立はけの
森美術館へ
の提言」を受
け、課内検討
を行った。

なし
結論に至らなかった
ため。

引き続き検
討する。

公立保育園
の民営化に
ついてあらゆ
る可能性を
排除せずス
ケジュール等
必要な見直
しを行う。

市立保育園の民営化（１園）
公立保育園運営協
議会での説明・協議
が進んでいない。

公立保育園
運営協議会で
の説明・協議

施設管理業務の委託化

全14校（委託
予定3校を含
む）の委託化
を実施

6人の非常勤
嘱託職員を削
減

委託予定3校を含
む、全14校の民間委
託を実施

なし

公民連携アウトソーシング基本方
針に基づく業務見直し

事例の調査
方向性・要件
の整理

検討は進めたもの
の、具体的な方法の
結論を出すに至らな
かった。

適切なアウト
ソーシングの
方法につい
て継続して検
討する。

学童保育所委託（１所） 未実施 なし

新型コロナウイルス
感染症対応と大規
模化への次年度対
応を優先的に行った
ため。

入所児童数
増加への大
規模化対応
が最優先事
項である。こ
の対応に合
わせた場所
の確保と今
後の運営体
制の検討が
必要。

市立保育園の民営化（２園）
公立保育園
運営協議会で
の説明・協議

なし
公立保育園運営協
議会での説明・協議
が進んでいない。

なし

公立保育園
の民営化に
ついてあらゆ
る可能性を
排除せずス
ケジュール等
必要な見直
しを行う。
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R２上半期 R２下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

図書館 ⑤準備 → Ｂ

公民館 ⑤準備 → Ｂ

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・全般的に、進捗していないと評価せざるをえません。
　
・保育園、学童保育所、児童館、図書館、公民館等の従来からの課題について、計画期間内に方向性が定まらなかったことは遺憾
です。なお、アウトソーシングに限らず、サービスの提供方法を見直す際には、利用者・関係者への丁寧な説明を行うよう求めます。

・その中で「施設管理業務の委託化」及び「学校給食調理業務の更なる委託」に進捗があったことは評価します。

・第９期市民会議提言にもあるとおり、次期の行財政改革では、積年の課題である公民連携アウトソーシングに係る重要取組を明確
化し、実行までの道筋を示すよう求めます。

中長期計画
に則して業務
委託の対象
となる緑セン
ター、貫井南
センターそれ
ぞれの施設
の課題を解
決する方法
を検討する。

図書館業務委託 継続 なし

緑分室の業務委託
については関係部
署との協議は継続し
ているが、進展には
至っていない。

引き続き進
展に向けて
協議を進め
る。

公民館センター化・業務委託

中長期計画
策定スケ
ジュールに従
い、検討を実
施した。

小金井市公
民館中長期
計画（令和3
年3月策定）に
緑分館及び貫
井南分館の
業務運営委
託を位置付け
た。

スケジュールどおり
中長期計画策定を
策定し、緑分館及び
貫井南分館の業務
運営委託を計画上
位置付けた。
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取組⑤

R２上半期 R２下半期 評価

企画政策課 ⑤準備 → Ａ

行政経営
担当

⑧推進 → Ｂ

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

行政経営
担当

⑤準備 → Ｃ

行政経営
担当

④審議会
等

→ Ｃ

受益者負担
基準による３
年ごとの定
期的な見直
しについて
は、全庁的な
使用料等の
再計算等が
できていない
状況のため、
基準の更な
る浸透に向
けた取組を
実施する。

新基準に基づく受益者負担の見直
し
（長期総合計画等売払収入）

課内打ち合わ
せ実施

計画策定に向
けた見直しの
方向性確認

第５次基本構想・前
期基本計画の製本
時に検討すべきこ
と、事務を確認した。

なし

委員会、審議会の報酬見直し 未実施 なし
審議会等における
具体的な検討を行え
ていないため。

行財政改革
プラン２０２５
の策定過程
において、市
民参加の在
り方を踏まえ
た上で、計画
上での位置
付けを整理
する。

給付水準の見直し 課内検討 なし

給付水準に係る方
針の事例等が少な
く、方針案の策定
等、実施に向けた準
備に至っていないた
め。

行財政改革
プラン２０２５
の策定過程
において、給
付水準の方
針策定の必
要性を含め
た整理を行
う。

補助金等交付の基準見直し
補助金等検
討委員会

なし

適宜、補助金等検討
委員会での検討は
行われているが、補
助金等の見直し基
準に基づく、行財政
再建推進本部による
検討対象の抽出等
が行えていないた
め。

補助金等の
見直し基準
による見直し
対象の抽出
のほか、新た
な事務事業
評価による見
直しなど、見
直し手法の
整理を行う。

受益者負担の基準見直し
各課における
受益者負担
の見直し

・環境政策課
による公園占
用料の見直し
・道路管理課
による道路占
用料の見直し
・公民館中長
期計画への
一部有料化
の位置付け

基準を踏まえた個別
取組が進められたた
め。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

徹底した市民目線で！
補助金・受益者負担・給付水準の適正化

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由
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R２上半期 R２下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

コミュニティ
文化課

③庁内検
討

②課内検
討

Ｂ

コミュニティ
文化課

③庁内検
討

②課内検
討

Ｂ

市民税課 ⑤準備
②課内検

討
Ａ

下水道課
④審議会

等
②課内検

討
Ｂ

自立生活
支援課

⑦実施 Ｂ

保育課 ⑨検証 → Ｂ

保育課
②課内検

討
→ Ｃ

道路管理課 ⑦実施 → Ａ

交通対策課 ①調査 → Ａ

新基準に基づく受益者負担の見直
し

・検討を行っ
た。

なし

課内で検討を行った
が、新型コロナウィ
ルス感染症拡大の
影響をうけ、課内で
の集約を得るに至ら
なかった。

感染状況を
鑑み、検討・
集約を継続
する。

新基準に基づく補助金等の見直し
・検討を行っ
た。

なし

課内で検討を行った
が、新型コロナウィ
ルス感染症拡大の
影響をうけ、課内で
の集約を得るに至ら
なかった。

感染状況を
鑑み、検討・
集約を継続
する。

新基準に基づく受益者負担の見直
し
（減免基準）

課内検討に資
する資料を収
集

他市の減免
規程も、検証
する必要があ
る。

庁内の他の減免事
項との比較検証を
行ったが、さらに他
市の減免規程の検
討も必要となったた
め

Ｒ3以降の
「⑦実施」を
変更せずに、
課内検討を
深めていく。

新基準に基づく受益者負担の見直
し

他市の証明
書発行手数
料との比較検
討

本市の手数
料は高い水準
にある。

現在の発行価格は、
26市中、高い水準に
あり、引き続きの調
査を行うこととした。

なし

保育料の見直し
受益者負担
の適正化につ
いて検証

継続して検証
していくことが
必要

H31.4の保育料改定
後は、他市状況等の
研究を行っている。

引き続き検
証を行う。

新基準に基づく補助金・受益者負
担・給付水準の見直し

継続実施
方向性の整
理

見直しを進めている
が、まだ、整理すべ
き課題が残されてい
るため。

必要性・妥当
性の検証を
行いながら、
引き続き見
直しを進め
る。

２６市調査を実施し
たため。

自転車駐車場料金の見直し

道路占用料の見直し

改正後の道
路占用条例
の施行
（R2.4.1から）

歳入増
（22,084千円、
決算ベース）

予定通り実施 なし

新基準に基づく補助金等の見直し
課内検討を実
施

見直しの必要
性の確認

課内検討を進めた
が、見直し内容の確
定にまで至っていな
い。

引き続き検
討を行う。

２６市調査実
施

各市における
使用料形態を
把握した

なし
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R２上半期 R２下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

学務課
②課内検

討
→ Ｂ

生涯学習課 ①調査 → Ｃ

公民館 ⑤準備 → Ｂ

就学援助の見直し
他市の状況と
比較した。

検討の継続
が必要であ
る。

他市との比較で検
討継続が必要なた
め。また、コロナ禍で
認定者数に変動が
あるか見極めが必
要なため。

学校休校中
の給食費相
当分の支給
に対応した。

上水公園運動施設の有料化

新型コロナウ
イルス感染症
による不安定
な施設運用と
東京２０２０大
会対応により
取組なし

なし
進捗することができ
なかったため。

令和３年度に
立ち上げ予
定のスポー
ツ推進審議
会において
審議の上、令
和５年度中を
目途として結
論を出す方
向

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・全体としては、個別に検討が進められているものの、結果として適切な見直しに至ったケースは少ないと言わざるを得ません。

・その中で「道路占用料の見直し」が実現したことは評価します。

・「公民館有料化」については、公民館中長期計画に位置付けられたとのことですので、実施時期等を早急かつ具体的に検討してく
ださい。

・「上水公園運動施設の有料化」について、令和５年度を目途とした検討を確実に進めてください。

・各種の見直しについては、行政経営担当が各基準や方針を策定し、それに基づいて全庁的な見直しを図ることとしていました。し
かし、その基準等は全庁的に浸透しているとは言えない状況です。
次期の行財政改革を進める上では、各種基準等の実効性を高める具体的な取組を行うよう求めます。

公民館有料化

中長期計画
策定スケ
ジュールに従
い、検討を実
施した。

小金井市公
民館中長期
計画（令和3
年3月策定）に
施設利用料
の有料化を位
置付けた。

スケジュールどおり
中長期計画を策定
し、施設有料化を計
画上位置付けた。

中長期計画
策定の際の
検討に基づ
き、受益者負
担額の検討
を進め、規程
策定を検討
する。
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取組⑥

R２上半期 R２下半期 評価

行政経営
担当

⑪見直し → Ｂ

職員課 ⑧推進 → Ａ

市民税課 ⑦実施 Ｓ

ごみ対策課 ⑦実施 Ｂ

アクションプラン２０２０　進行管理シート

少数精鋭で高い市民サービス！
職員数の適正化と重点配置

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

定員管理計画の策定
（職員数削減・重点配置）

必要に応じた
計画の改定

定員管理計
画（令和２年６
月１６日改
定、令和２年
１０月３日改
定）

行財政改革プラン２
０２５策定方針の決
定を優先し、次年度
を見据えた改定のス
ケジュールが、当初
の９月から１０月に
なったため。

令和４年度
以降の定員
管理計画の
策定

中長期的な展望に基づく計画的な
職員採用

職員採用試
験の実施

採用予定者
の獲得

定員管理計画を踏
まえた、職員採用試
験を実施したため。

なし

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・概ね計画どおりに進捗していると評価します。

・「課税業務見直しによる類団差整理（１人）」（市民税課）について、市長による検討指示を踏まえて、２人を削減したことを評価しま
す。

・「ごみ対策課業務見直し」について、当初計画よりも遅れたものの、見直しの一部が実行されたとのことです。今後も更なる見直し
に向けた具体的な検討を進めてください。

・令和４年度以降の明確な定員を示すものが無いため、早急に策定することを求めます。

・今後、労働人口の減少によって職員を確保すること自体が困難となる時代の到来が予測されています。次期の行財政改革では、
このことも見据え、職員が本来行うべき業務、これまで担ってきた業務の代替手段等を明確化し、各種の行政課題に対応するため
の適切な定員管理を行ってください。

課税業務見直しによる類団差整理
（１人）

取組項目⑧
職員の会計
年度任用職
員化とあわせ
て実施

取組項目⑧
職員の会計
年度任用職
員化とあわせ
て２人削減

取組項目⑧職員の
会計年度任用職員
化とあわせて実施し
た。

なし

ごみ対策課業務見直し
（分室業務・類団差整理を含む）

清掃関連施
設整備に伴う
職員配置等
の見直し協議

課内における
合意形成及び
実施

今回の見直しに伴
い、分室より２名を
清掃係に配置した
が、部分的であり完
全な見直しには至っ
ていない。

実施に向け
て具体案を
再検討し、合
意形成を目
指す。
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取組⑦

R２上半期 R２下半期 評価

企画政策課
他４１部署

⑧推進 → Ａ

行政経営
担当

⑦実施 ⑪見直し Ｃ

職員課 ⑧推進 → Ｂ

職員課 ⑧推進 → Ａ

改善改革運動の実施・推進

・実施の手引
の改定及び周
知
・庁内広報へ
の掲載や周
知資料の配
布

なし

新型コロナウイルス
感染症の影響拡大
により、令和２年度
運動を延期したこと
から、実施及び見直
しに向けた検討の開
始に至らなかったた
め。

令和３年度
運動では、令
和２年度分
の取組を対
象とする方向
で調整する。
本運動の職
員意識改革
への効果を
検証し、一定
時期での運
動の終了も
含む見直しを
検討する。

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・「改善改革運動の実施・推進」を除き、概ね計画どおりに進捗していると評価します。

・「時間外勤務の抑制」（各課目標時間の厳守）が達成されたことを評価します。しかし、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響も
あると考えられるため、引き続き目標達成に向けて努力することを求めます。

・「改善改革運動の実施・推進」については、令和２年度の運動が延期になったとのことですので、令和３年度において併せて実施し
てください。なお、改善改革運動はそれ自体の改善等も行い、一定のところで区切りをつけていくことが必要であると考えられます。

・次期の行財政改革においては、行政運営上極めて重要な経営資源である人材の育成のため、定員管理部門と人事担当部門が綿
密に連携することを求めます。

派遣研修の実施

・令和2年度
の東京都へ
の派遣研修
は割り当て無
し
・次年度以降
の派遣研修に
向けた調整

派遣研修の
検討

東京都と調整した結
果、また、本市人事
異動の関係上、令和
2年度の派遣研修は
実施が無かった。

令和３年度
以降の派遣
研修に向け
て、東京都と
派遣研修を
検討

民間交流の実施 継続実施 4件

多摩信用金庫、東京
オリンピック・パラリ
ンピック競技大会組
織委員会、小金井市
観光まちおこし協会
と人事交流を実施し
たため。

なし

目標時間数
は達成したも
のの、新型コ
ロナウイルス
感染症の影
響による業務
体制変更等
に起因す部
分も一定考
えられるた
め、基本的な
取組の更な
る推進を図
る。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

市民の「ありがとう」のために
職員の意識改革

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

時間外勤務の抑制
（各課目標時間の厳守）

・重点項目を
掲げて全庁で
推進

退庁時間の
表示や時差
出勤制度等
の活用推進

全庁の時間外勤務
目標時間数を達成し
た一方、新型コロナ
ウイルス感染症の
影響により、一部部
署において時間外
勤務時間数が増加
したため。
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取組⑧

R２上半期 R２下半期 評価

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

保険年金課
②課内検

討
→ Ｃ

市民税課 ⑦実施 Ａ

資産税課 ⑦実施 Ａ

保育課
②課内検

討
→ Ｃ

児童
青少年課

⑦実施 Ａ

都市計画課
②課内検

討
⑤準備 Ａ

交通対策課 ⑤準備 Ａ

庶務課 ⑪見直し Ａ

非常勤（会計年度任用職員）化等
の推進（働き方改革）

・３部署で会
計年度任用
職員化を実施
・令和３年度
における会計
年度任用職
員化の検討

・３部署での
会計年度任
用職員化の
実施
・行財政再建
推進本部にお
いて、令和３
年度の会計
年度任用職
員化に係る検
討指示取組を
決定

・定員管理計画のと
おり会計年度任用
職員化を実施したた
め。
・定員管理計画の改
定に向けた検討指
示取組を決定したた
め。

会計年度任
用職員の活
用に向けた
各課におけ
る職務の見
直しの推進と
ともに、AIや
RPA等の技
術を活用した
定例業務の
自動化に関
する検討を
進める。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

定型業務を見直せ！
多様な任用形態の活用

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

職員の会計年度任用職員化
（職員１→会計年度任用職員１）

令和２年１０
月職場協議を
実施

職員の非常勤（会計年度任用職
員）化

職員の会計年度任用職員化
（職員１→会計年度任用職員１）

令和３年度から職員
の会計年度任用職
員化に向けた準備
が一定整ったため。

課内検討出
来なかった。

係全体の事
務分担の見
直し等

課内検討 なし

新型コロナウイルス
の影響で他市の状
況の調査等ができ
ず検討が不充分な
ため。

他市の状況
調査のみに
頼らない検討
を実施

なし

正規職員の非常勤
化は出来なかった
が、幼児教育保育無
償化業務増に対応
するため、会計年度
任用職員（時給制）
の雇用を行い、時間
外勤務を削減するこ
とができた。

なし

取組項目⑥
課税業務見
直しによる類
団差整理とあ
わせて実施

取組項目⑥
課税業務見
直しによる類
団差整理とあ
わせ、職員２
人の削減

当初計画を超える本
部長指示について、
取組項目⑥課税業
務見直しによる類団
差整理とあわせて実
施した。

なし

職員の会計年度任用職員化
（職員１→会計年度任用職員１）

会計年度任
用職員化実
施

職員1名削減
計画を前倒しして会
計年度任用職員化
を実施した。

会計年度任
用職員向け
マニュアルの
充実及び正
規職員のフォ
ロー体制整
備

課内検討の
早期実施

職員の非常勤（会計年度任用職
員）化

職員の非常勤化
（職員１→非常勤職員１）

令和３年８月
実施に向けた
マニュアル等
の整備

実施に向けた準備
が整ったため。

なし

職員の会計年度任用職員化
（職員１→会計年度任用職員１）

４月実施 職員１名削減
本部長指示に基づ
いて、会計年度任用
職員化を実施した。

なし

令和元年度
から職員１人
の非常勤化を
実施した

職員1人の非
常勤化

業務については支
障なく遂行している。

なし

課内検討・準
備

職員の会計年度任用職員化
（職員２→会計年度任用職員３）
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R２上半期 R２下半期 評価
取組項目 担当部署

計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）
改善事項（A）

取組の経過 得られた成果 評価の理由

議会事務局
②課内検

討
→ Ａ なし

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・概ね計画どおりに進捗していると評価します。

・この間、多様な任用形態の活用を進めて、職員数の適正化と重点配置を実現してきたこと、そのための各課の努力を評価します。

・しかし、保険年金課及び保育課の「職員の非常勤（会計年度任用職員）化」については、計画期間内における進捗が見られず、遺
憾です。会計年度任用職員は一般職であり、新入職員を配置できるならば、活用の余地があるはずです。具体的な検討を求めま
す。

再任用職員、非常勤職員（会計年
度任用職員）等の活用

H２９年度に類
似団体分析を
行い、経験者
なら一定検討
の余地あり

他市の活用
状況等を理解
できた。

類団同様、議会事務
局経験者が、希望者
としている場合等に
改めて検討する。
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取組⑨

R２上半期 R２下半期 評価

行政経営
担当

③庁内検
討

→ Ｂ

新たな行政
課題への適
切な対応も
含め、新庁舎
竣工を目途と
した組織改
正の検討を
継続する。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

市民の声に打てば響く！
組織機構の改革

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

新庁舎竣工を目途とした組織改正

庁舎建設等
担当、福祉会
館等担当等と
の協議

課題の共有

担当との協議を行
い、課題の共有等を
図ったものの、具体
的な組織改正の案
をまとめられていな
いため。

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・「新庁舎竣工を目途とした組織改正」が進んでいないことは遺憾です。

・組織改正に困難な面があることは理解しますが、次期の行財政改革では、社会状況の変化や市の施策推進に向けた組織づくりが
行えるよう、組織改正の課題及び方針を検討してください。
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取組⑩

R２上半期 R２下半期 評価

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

行政経営
担当

⑧推進 → Ａ

なし

アクションプラン２０２０　進行管理シート

ガラス張りを目指せ！
市民・市議会・行政による一体的推進

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

行財政改革の 「見える化」

・アクションプ
ラン２０２０の
進行管理（令
和元年度分・
令和２年度上
半期分）

行財政再建
推進本部によ
る進行管理の
実施及び結果
の共有・公表

進行管理シートの公
表により、行財政改
革プラン２０２０の進
捗を、市民が確認で
きる状況となってい
るため。

なし

市民・市議会・行政による行財政改
革の一体的推進（聖域なき改革の
推進）

・第１０期行財
政改革市民
会議における
進捗チェック
・行財政改革
推進調査特
別委員会にお
ける審議
・行財政再建
推進本部にお
ける進行管理

・特別委員
会、市民会議
での情報共有
及び審議

市議会、市民会議に
情報提供を行いな
がら、行財政再建推
進本部における進
行管理を行い、取組
の推進を図ったた
め。

なし

市民会議による進捗チェックと公表

・アクションプ
ラン２０２０の
進捗チェック
（令和元年度
分・令和２年
度上半期分）

市民会議によ
る進捗チェッ
クの実施及び
結果の共有・
公表

計画通り進捗チェッ
クが完了し、結果を
市民が確認できる状
況となっているた
め。

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・概ね計画どおりに進捗していると評価します。

・今回の市民会議による令和２年度分取組に対する進捗チェックについては、行政側の事情から遅延しているため、完了後速やか
にこの進行管理シートを公表してください。

・次期の行財政改革においても、市民・市議会・行政が相互に情報を共有しながら、三者が一体的に改革を進められるよう望みま
す。
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取組⑪

R２上半期 R２下半期 評価

行政経営
担当

⑩更新 → Ｂ

行政経営
担当

④審議会
等

→ Ｂ

行財政改革プラン２
０２５策定方針の決
定を優先し、改定ス
ケジュールが当初の
９月から１０月になっ
たため。

行財政再建
推進本部に
おける議論
及び行財政
改革市民会
議からの答
申を踏まえ、
早期の策定
に向けて作
業を進める。

行財政改革
プラン２０２５
の策定に向
け、令和３年
度において、
行財政改革
プラン２０２
０・アクション
プラン２０２０
の総括を行
う。

アクションプラン２０２０　進行管理シート

重要課題を先取り解決！
進行管理の強化

取組項目 担当部署
計画（Ｐ） R２年度の取組（Ｄ） 今期の評価（C）

改善事項（A）
取組の経過 得られた成果 評価の理由

アクションプラン２０２０の策定・更
新

行財政再建
推進本部にお
いて、アクショ
ンプラン２０２
０を改定した。

・アクションプ
ラン２０２０（令
和２年度版）

行財政改革プラン２０２５（仮称）策
定

・行財政再建
推進本部にお
いて策定方針
を決定
・第１０期行財
政改革市民
会議への諮
問

・行財政改革
プラン２０２５
策定方針

新型コロナウイルス
感染症の影響等も
踏まえ、策定時期を
令和３年度以降とし
たことから、市民会
議での審議が終了
していないため。

行財政改革市民会議による
進捗チェック（Ｃ）

・「アクションプラン２０２０の策定・更新」について、アクションプラン２０２０は例年９月頃に更新されてブラッシュアップされ、新たな取
組が積み上げられてきたことを評価します。

・また、アクションプラン２０２０の進行管理は改善を加えながら実施されてきたものと評価しています。
しかし、進行管理シートにおける「成果」について、取組回数や協議実施の有無等のアウトプットに関する記載が多くなっています。
効果等のアウトカムの「成果」を把握し、取組との関係を検証して見直しに活かすような仕組みづくりを求めます。

・なお、第９期市民会議提言では、アクションプランによる個別取組の積み上げよりも、重点的な課題を明確にした上で、それらを強
力に進める体制づくりの必要性が指摘されています。次期の行財政改革では、この点を踏まえるようにしてください。

・行財政改革プラン２０２０は、一定の成果と課題を残し、その計画期間が終了しました。行政には、それらの成果と課題を踏まえ、
次期の行財政改革の方向性について、内部で活発に議論しながら明確化していくことを求めます。また、具体化していく過程におい
ては、適切に市民・市議会と情報共有を行うよう求めます。
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小金井市行財政改革市民会議（第５回）             資料２  

令和４年１月２０日  

（仮称）行財政改革２０２５策定について  

 

１ 新たな行財政改革の方向性について  

 ⑴ 歳入確保、歳出削減、職員数削減は引き続き行財政改革の基本としつ

つも、新たな行財政改革では市の制度や組織、運営形態そのものの変革

に重点を置いた行財政改革とする。  

 ⑵ このため、歳入確保、歳出削減、職員数削減に資する各課の事業を積

み上げるアクションプランは作成せず、全庁一丸となって取り組む３つ

の重点取組に的を絞り行財政改革の柱とする。  

 ⑶ 重点取組を確実に実行するために、中心となる部署に経営資源（ヒト・

カネ）を優先的に配分する。  

 

２ 新たな行財政改革の背景について  

 ⑴ 本市の行財政改革は、第１次行財政改革大綱により「量の改革」は一

定進み、第２次行財政改革大綱以降は「質の改革」が主眼とされてきた。

しかし、行財政改革プラン２０２０まで約四半世紀にわたり、コストカ

ットや職員数削減など、「量の改革」を中心とした行財政改革を進めてき

たため、コストカット等の積み上げによる財政効果の創出は限界を迎え

ており、職員の「行革疲れ」も市民会議から指摘されている。  

 ⑵ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により、新しい生活様式の実

践と対応が急速に求められている。また、人口減少社会の進行により、

市税の減収だけでなく、近い将来、職員の確保も困難となることが見込

まれている。このため、これらに対応した組織運営の仕組みを早急に構

築する必要がある。  

 ⑶ （仮称）行財政改革２０２５の３つの柱事業は、全庁的に制度や組織

そのものを改変する取組であり、正に「質の改革」に取り組むものであ

る。この推進には、特に総合調整役と、改変に取り組む部署の活躍が肝

となるため、適材適所な人員配置や適切な予算措置など、経営資源の重

点配置が成功の鍵を握る。このため、関連部署との連携を一層強化して

取り組む必要がある。 



2 

 

３ ３つの重点取組について  

 ⑴ 自治体ＤＸの推進  

   デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）は単にＩＣＴの導入で

はなく、同時に、業務・サービス、仕事の仕方、自治体組織の在り方ま

でを変革するための手段である。これにより生産性の向上を図るととも

に、中長期的には歳出削減、職員の適正配置が実現され、持続可能な経

営基盤が構築される。  

 ⑵ 公民連携アウトソーシングの推進  

   「民でできることは民で」を徹底し、行政サービスの役割分担を時代

に合わせ見直すことで、職員を真に職員が担うべき業務に重点配置し、

行政サービスの質の向上を図るとともに、中長期的には歳出削減、職員

の適正配置が実現され、持続可能な経営基盤が構築される。  

 ⑶ 公共施設マネジメントの推進   

    高額な維持費を要する公共施設の在り方を社会の変化に合わせ徹底

的に見直し、総量抑制により歳出を削減するとともに、生みだした跡地

（モノ）や人材等の経営資源を有効に活用し、行政サービスの質の向上

や組織の強化を図る。 

 

４ 新たな行財政改革の目標等について  

  行財政改革２０２０では、１１の重点取組に１５４の個別取組を積み上

げ、「経常収支比率９０％未満」、「類似団体最少の職員数」、「全職員による

本気の改革」を目標に取り組んできた。（仮称）行財政改革２０２５では、

制度や組織、運営形態の改革など、「質の改革」を重点取組としていること

から、その推進が定量的な効果を直接的に生み出すものではなく、これま

でのような目標の設定は馴染まない。このため、目標等については、重点

取組ごとにその進捗を測る適切なものを改めて検討することとし、（仮称）

行財政改革２０２５そのものは、それら重点取組が目指す方向性を示す経

営方針としての性格を強化する。  
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５ その他取組について  

    （仮称）行財政改革２０２５では、各課個別の取組は積み上げないもの

の、歳入確保、歳出削減、職員数削減は行財政改革の基本であることから、

アクションプラン２０２０の継続事業を中心に引き続き全庁を挙げ行財

政改革に取り組むものとし、以下の取組にも注力する。  

 ⑴ 行政評価の再開  

   各課の事業は、行政評価の再開により自ら振り返る仕組みを構築し、

事業の質の向上、効率的な財政運営、説明責任の遂行等を実施する。  

 ⑵ 人材育成  

   行財政改革の推進には、適切な人材の確保と重点配置が不可欠となる

が、人口減少社会の進行等により、職員は今後減少することも見込まれ

ており、少数精鋭による組織運営が必要となる。このため、第３次小金

井市人材育成基本方針による人材育成に注力するとともに、柔軟な外部

人材の登用なども検討する。  

 ⑶ 組織改正  

   組織改正は、重点取組と同様の効果を発揮することが期待されるため、

社会の変化等に即した改正の必要性等を調査・検討し、適切に対応する。 

 ⑷ 補助金等の見直し  

   平成３０年３月に策定した補助金等の見直し基準に基づき、公平性、

公正性、公益性、重要性、効果性の５つの観点から補助金の見直しを実

施し、当初予算等への適切な補助金の計上を行う。  

 ⑸ 債権管理の強化  

   市税の滞納整理を推進するとともに、税以外の債権管理を段階的に強

化して、税収等の歳入の確保に努める。  

 ⑹ 改善・改革運動「ＣｏＣｏからチャレンジ・こがねい」の実施  

   行財政改革に対する職員一人ひとりの理解を深め、取組を促進し、職

場風土を変えていくために、職員・職場から改善・改革を進める取組を

推進する。 

 ⑺ 受益者負担の適正化  

   平成３０年３月に策定した受益者負担基準に基づき、効率性の確保、

公平性の確保、歳入の確保、妥当性の確保の原則から、使用料・手数料

等の適正な受益者負担を求める。  
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６ その他 

  新たな行財政改革は、実行計画を連想させる「プラン」を名称から外し、

「小金井市行財政改革２０２５」の方向で検討を進める。  

 

７ 今後の主なスケジュール（案）  

日程 内容  

令和４年 

１月１７日 
行革委員会に行革２０２５策定の方向性を報告  

１月２０日 市民会議に行革２０２５策定の方向性を報告  

２ 月 下 旬 行革本部に行革２０２５骨子案を提案、承認を得る。  

３ 月 上 旬 市民会議に行革２０２５骨子案を報告  

３月１９日 行革委員会に行革２０２５骨子案を報告  

４ 月 下 旬 行革本部に行革２０２５素案を提案、承認を得る。  

５ 月 中 旬 
・市民会議に行革２０２５素案を報告  

・行革委員会に行革２０２５パブコメ実施を報告  

５ 月 下 旬 行革２０２５パブコメ実施  

６ 月 下 旬 行革２０２５パブコメ取りまとめ、調整  

７ 月 上 旬 
・行革本部に行革２０２５最終案を提案、承認を得る。  

・市民会議に行革２０２５を諮問  

７ 月 下 旬 市民会議から答申  

８ 月 １ 日 行革２０２５開始  

※ 行財政改革２０２５：行革２０２５  

行財政再建推進本部：行革本部  

行財政改革市民会議：市民会議  

  行財政改革推進調査特別委員会：行革委員会  

  パブリックコメント：パブコメ  



小金井市行財政改革市民会議（第５回）             資料３  

令和４年１月２０日  

 

（仮称） 

小金井市行財政改革２０２５ 

たたき台（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年７月 

小金井市 
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Ⅰ  これまでの行財政改革を踏まえて  

  

 

１  行財政改革の目的とは  

 

   行財政改革と聞いて真っ先に思い浮かべるのは、コストカットや人

員削減ではないでしょうか。もちろん行財政改革の成果として、これ

らは大変重要な指標となりますが、行財政改革は、自治体が住民の福

祉の増進を将来に渡り図り続けるために、持続可能な組織となるため

の手段であり、単なるコストカットや人員削減を目的として行うもの

ではありません。  

   現在、我が国では超少子高齢化が急速に進んでおり、生産年齢人口

が減少することで、今後、大幅な税収の 減が見込まれています。一方

で、社会保障関連経費が増加し続ける中、高度経済成長期に建設され

た公共施設の老朽化が一斉に進むことで、今後、莫大な維持管理費用

が必要とされています。更に、地球温暖化の影響等による暑さ対策や

自然災害対策にも多額の予算を必要としており、令和２年以降続く新

型コロナウイルスによる経済への影響も重なり、自治体経営は非常に

厳しい局面を迎えています。このような社会情勢による影響は、本市

においても例外ではなく、正に生き残りをかけた戦いが始まっていま

す。  

このような時代においても引き続き住民の福祉の増進を図り、小金井

市を「選ばれるまち、選び続けられるまち 」とするためには、先ずは市

が、十分な体力と強固な経営基盤を確保する必要があります。このた

め、行財政改革という戦略を駆使して、市の制度や組織の在り方そのも

のを変革することで、持続可能な自治体へと成長させる必要があるので

す。  
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２  本市の状況  

 

 単なる財政指標ではなく、行財政改革の方向性を定めた根拠となるよ

うな資料の作成を検討中  
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３  これまでの行財政改革について  

 

   本市の行財政改革は、平成９年に行財政改革大綱を策定して以来、

第２次行財政改革大綱、同改訂版、第３次行財政改革大綱、行財政改

革プラン２０２０と、四半世紀にわたり精力的に取り組んでまいりま

した。  

   行財政改革プラン２０２０では、経常収支比率９０％未満、類似団

体最少の職員数、全職員による本気の改革を目標指標とし、１１の重

点取組項目を定め、これを達成するための具体的な取組を全庁で１５

４項目積み上げました。この１５４の取組を各課がＰＤＣＡサイクル

で進行管理し、見える化しながら行財政改革に取り組んだ結果、 いず

れも目標達成には至りませんでしたが、一定の成果と、職員の行財政

改革に取り組む姿勢を育むことができました。しかし一方で、取組項

目を非常に多く掲げたことから、何が一番大事で、どこに重点を置い

たのかが返って見えにくくなり、行財政改革の達成感を市民、市議

会、行政の三者ともに共有しづらい結果となるなど、いくつかの課題

が残りました。  

  

   

＜これまでの行財政改革の取組＞

名称 計画期間 取組項目

第１次行財政改革大綱
平成９年度～平成１４年度
（平成９年９月～平成１５年３月）

９８項目

第２次行財政改革大綱
平成１４年度～平成１９年度
（平成１４年６月～平成２０年３月）

９１項目

第２次行財政改革大綱
（改訂：２年間延長）

平成１４年度～平成２１年度
（平成１４年６月～平成２２年３月）

１１７項目

第３次行財政改革大綱
平成２２年度～平成２７年度
（平成２２年５月～平成２８年３月）

７７項目

行財政改革プラン２０２０
平成２９年度～令和２年度
（平成２９年４月～令和３年３月）

１５４項目
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４  第９期行財政改革市民会議からの提言  

 

   行財政改革２０２０の課題と今後の方向性につい て、第９期行財政改

革市民会議から以下のような提言をいただいています。  

⑴   取組項目が多く、的が絞れていないため、重要取組達成の見通しが立

っていない。重要取組の明確化と達成までのプログラムを示し、重点的

に進行管理する必要がある。  

⑵   保育園等の課題が解決できていないため、職員削減が進んでいない。

公民連携を基本に、アウトソーシングや民間企業等との協働・共創を推

進する必要がある。  

⑶   取組項目の進行管理が不十分である。取組の目的と成果を見える化し、

積極的に事業の見直しを行う必要がある。  

⑷   職員の意識改革が不十分であり、改革意識の更なる醸成と人材育成基

本方針と連携した人財育成が急務である。  

行財政改革プラン２０２０の重点取組について

重点取組 取組の方向性 取組項目

1 税収等の確保
市税収納率の確保、維持、市税滞納者の減に
合わせた税以外の債権管理の強化

7項目

2 新たな財源の確保 寄付金募集強化、広告収入等 6項目

3
コスト管理
特別会計の健全化

コストの最適化、低未利用地の活用・処分、
特別会計の健全化

17項目

4
公民連携アウトソーシングの
推進

保育園、学童（２所）、児童館、図書館、公
民館センター化

29項目

5
補助金・受益者負担・給与水
準の適正化

補助金等見直し、公民館有料化、がん検診の
有料化

28項目

6 職員数の適正化、重点配置 定員管理計画策定、人員削減 10項目

7 職員の意識改革 職員・職場から改善・改革運動 4項目

8 多様な任用形態の活用
職員は政策判断等業務に集中、補助的業務の
非常勤化

35項目

9 組織機構の改革
平成３０年度と新庁舎竣工時の２回の組織改
正

12項目

10
市民・市議会・行政による一
体的推進

三者一体の行財政改革、成果と課題の見える
化

3項目

11 進行管理の強化 ＰＤＣＡサイクルの強化 3項目

※取組項目はアクションプラン２０２０で設定 154項目
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Ⅱ  これからの行財政改革について  

 

 

１  矛盾のない行財政改革  

 

   行財政改革は、市が住民の福祉の増進を図るために、持続可能な組

織であり続けるための経営手段であり、その成果の代表的な指標とし

ては、歳入の確保、歳出の削減、職員数の削減などがあります。本市

では、過去に職員数が他市と比べ突出して多かった時期があり、歳出

に占める人件費の割合が全国で最も高い自治体となるなど、財政再建

には職員の削減が急務となっていました。そこで、職員の削減を行財

政改革の一丁目一番地に据え、四半世紀に渡り徹底的に取り組んでき

た結果、今では他市平均並みの職員数となりました。  

しかし一方で、市に対する行政サービスへの要望は年々増え続けてお

り、本市の予算がこの数年で１００億円近く増えていることからもわか

る通り、職員一人ひとりの責任と負担は確実に増え続けております。こ

のように、業務は増え続けているにも関わらず、行財政改革により正規

職員数は減り、一方で、働き方改革の成果として時間外勤務の抑制や休

暇の取得が求められるという矛盾により、職員の元気が年々なくなって

いるとの指摘もあります。市が、現在の制度や業務形態の見直しを行わ

ないまま、引き続き職員数削減を第一とした行財政改革に取り組めば、

行政サービスを向上させるどころか、維持することすら難しくする恐れ

があります。住民の福祉の増進と、市の組織力を向上させるはずの行財

政改革が、逆に組織力を低下させ、住民サービスをも低下させてしまう

という矛盾が生まれます。  

従って、本市がこれから取り組むべき行財政改革は、歳入の確保、歳

出の削減、職員数の削減は基本としつつも、このような矛盾を生まない

ような、目先の歳出削減や職員削減だけに囚われることのない行財政改

革とする必要があります。  
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２  新たな行財政改革の方向性  

 

   私たちはこの十数年の間に、１００年に一度の金融危機や１００年

に一度のパンデミックを経験し、５０年に一度の大雨等による自然災

害を毎年のように受けております。超少子高齢化社会が進行する中、

このような異常事態も加わり、市が住民の福祉の増進を将来に渡り図

り続けるためには、これまでの制度や業務形態を根本から見直し、こ

れらに対応できる経営基盤を早急に構築する必要があります。  

   本市のこれまでの行財政改革は、経常 収支比率全国ワースト１、人

件費比率全国ワースト１という過去の過ちからの早期脱却を目指し、

コストカットや職員数削減を主な目標に、実行計画等 で各部が取組を

仔細に積み上げ、徹底した緊縮財政の下、財政再建に取り組んできま

した。その結果、既に第一次行財政改革大綱が終了した時点で、「量の

改革」は一定進み、今後は「質の改革」が主眼となるとされました

が、第二次行財政改革大綱以降も積み上げ方式による「量の改革」併

せて行財政改革に取り組んだ結果、行財政改革に取り組む風土が根付

き、各種財政指標も更に改善されたものの、一方で第９期及び第１０

期行財政改革市民会議からは、「取組が多く、重要取組が不明確」、「職

員に行革疲れが見える」などの指摘を受けるなど、今後の行財政改革

の在り方に課題も見えてきました。  

そこで、小金井市第５次基本構想・前期基本計画に合わせスタートす

る行財政改革では、市を、この大きな社会潮流の変化に対応し、持続可

能な組織へと変革するための「質の改革」に集中します。このため、こ

れまでのように経常収支比率や職員数を目標数値としたり、各部の仔細

な取組を積み上げたりはせず、「選択と集中」の下、市の制度や組織そ

のものを変革する取組に的を絞り、これに人材や予算などの経営資源を

戦略的に配分することで、確実に組織の変革をもたらす行財政改革とし

ます。  

以上のことから、新たな行財政改革は事業の積み上げを連想させる

「計画（プラン）」をはずし、小金井市行財政改革２０２５とします。  
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行財政改革２０２５のスローガン  

 

 

 

 

 

 

 ３  行財政改革２０２５の重点取組・３本の柱  

 

   本市の制度や組織そのものを変革するためには、業務の在り方と公

共施設の在り方を根本から見直す必要があります。具体的には、デジ

タル技術を用いたサービス形態の刷新と、公民連携アウトソーシング

の徹底による役割分担の再構築、公共施設の最適化が変革の鍵を握る

ことから、行財政改革２０２５では、「自治体ＤＸの推進」、「公民連携

アウトソーシングの推進」、「公共施設マネジメントの推進」を重点取

組・３本の柱とし、的を絞って徹底的に取り組みます。  

 

 

 

新型コロナウイルスによる１００年に一度のパンデミックにより、

私たちの生活様式は大きな変化を求められました。これまでの常識が

通用しなくなり、密の回避や非接触・非対面が当たり前となりつつあ

ります。また、人口減少社会の到来により生産年齢人口が減少し、共

働き世帯が増えることで平日に市役所へ来庁できない市民が増えると

共に、市職員の確保も難しくなり、待ち時間の増加や休日開庁が困難

となることも見込まれています。このような社会の変化に適切に対応

するためには、デジタル技術の活用は急務であり、自治体ＤＸの推進
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が、市民の利便性を向上させるだけでなく、市の経営形態そのものを

高効率化し、職員の重点配置や削減に大きく貢献することが見込まれ

ています。自治体ＤＸへの取組は全国の自治体が一斉に動き出してい

るところであり、本市もこの潮流に乗り遅れるわけにはいきません。  

自治体ＤＸは、各課業務の単なる ICT 化ではなく、縦割りでバラバ

ラな各課の業務を、デジタル技術を用いて再構築することです。ＤＸ

への取組を中途半端なデジタル化とせず、本市の経営形態の根幹を変

革するものとして推進するために、これを行財政改革２０２５の第一

の柱として確実に取り組みます。  

 

第一の柱  

達成の指標  
※  

 

 

 

 

人口減少社会の到来により、行財政改革による職員数削減とは別

に、今後は職員の確保自体が難しくなっていくことが予想されてい

ます。しかし一方で、新型コロナウイルスや大規模自然災害等への

対応でも明らかなように、自治体職員が担うべき役割は今後も更に

増えることが予想されており、限られた職員数でも適切に対応でき

る組織運営が課題となっています。  

この課題に適切に対応するためには、自治体ＤＸの推進による業

務の簡素化・高効率化と併せ、公民連携アウトソーシングが可能な

業務の選別と、徹底的な推進が必要であり、これらを進めることで

業務の役割分担が明確化され、限られた人材を、本来職員にしか担

えない、職員が担うべき業務に集中することができるのです。  
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 行政サービスの一部は、民間事業者等が専門の知識と経験、人材

などを活かすことで、より質の高いサービスを提供できることが分

かっています。現在本市で公民連携アウトソーシングが進んでいな

い対象事業は、様々な想いや課題が複雑に絡み合っているため、こ

れまでの行財政改革においても先延ばしにされてきましたが、公民

連携アウトソーシングの推進は、住民の福祉の増進と併せ、財政効

果や職員削減効果が同時に得られることも期待されます。行財政改

革２０２５では、公民連携アウトソーシングの推進を 制度や組織を

改革するものとして位置づけ、第二の柱として確実に取り組みま

す。  

 

第二の柱  

達成の指標  
 

 

 

  

 

  

行財政改革により制度や組織そのものを変革するためには、公共

施設の運営見直しを避けては通れません。なぜならば、本市の公共

施設の維持更新には、今後３０年間で約１，４００億円を要するこ

とが見込まれており、係る費用が他の行政課題と比較にならないほ

ど大きく、維持管理にも相当な職員の確保が必要となるためです。  

人口減少社会の到来により今後は、公共施設を利用する市民の減

少や維持管理費となる市税収入の減、管理に携わる職員の減などが

見込まれています。このため、施設の縮小や廃止、集約化などによ

る総量の抑制は全国の自治体共通の課題であり、本市でも、計画的

に取り組んで行かなければ、持続可能な組織の運営は困難となりま

す。また、不要となった跡地の利活用や売却などが、新たな財源確
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保の点からも極めて重要となります。  

一度建てられた公共施設の廃止や縮小には大きな抵抗もあると思

いますが、本市が組織そのものを根幹から改革するために、公共施

設マネジメントの推進を第三の柱とし、確実に取り組みます。  

 

第三の柱  

達成の指標  
※  

 

※何をどの程度やったら重点取組が進んでいると評価できるかを判断で

きるものを指標として設定したい。  
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Ⅲ  行財政改革２０２５の運用  

 

 

 １  計画期間  

 

   行財政改革２０２５は、「小金井市第５次基本構想」（令和３年度～

令和１２度）の前期基本計画（令和３年度～令和７年度）における行

財政改革の方針を定めるものとして、前期基本計画と同様に令和７年

度（２０２５年度）までの計画とします。  

 

 ２  推進体制  

 

   行財政改革２０２５の重点取組を確実に遂 行するためには、旗振り

役となる推進担当を取組ごとに据え、実行役である関係部署とがっち

りとスクラムを組んで取り組む必要があります。  

特に、実務を担う関係部署とは、これまで以上に行財政改革を実行す

る強い意志を共有する必要があり、担当する職員には企画立案力や業務

遂行力に加え、市民対応力やＩＴ活用力など多面的な能力が求められま

す。また、取組によっては特別チームの編成や外部人材の登用等も検討

する必要があります。  

このため、行財政改革２０２５の推進にあたっては、市最大の経営資

源である人材を戦略的に適材適所に配置することを推進体制の基本とし

ます。配置される職員には、行財政再建推進本部で決定した取組方針を

明確に伝え、課の最重要課題として取り組んでもらいます。更に、その

進行管理も行財政再建推進本部で行うことで、進捗状況や課題を共有

し、条例設置の市附属機関である行財政改革審議会からも様々なご意見

をいただきながら、確実に行財政改革を推進していきます。  
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 ３  行財政改革に取り組むための経営体質の強化  

 

  ⑴  人材の育成  

    住民の福祉の増進には、行政サービスを提供する職員の質が極め

て重要となります。また、住民の福祉の増進のための行財政改革に

は、適切な人材の確保と重点配置が不可欠となります。更に今後

は、職員の減少に伴い、少数精鋭による組織運営が今まで以上に必

要となることから、人材育成や専門的人材の活用などが組織運営上

極めて重要となります。  

行財政改革２０２５を成功させる鍵は人材にあると言っても過言で

はありません。第３次小金井市人材育成基本方針が求める「何事も自

分ごととして捉え、意欲的にチャレンジする職員」の育成に努め、同

時に難題に対しては柔軟に期間限定の専門的人材を活用したり、プロ

ジェクトチームなどで取り組むなどして、職員の力により行財政改革

を実現させていきます。  

 

  ⑵ 行政評価の再開  

    行財政改革２０２５では実施計画やアクションプランによる各課

個別事業の進行管理は行いませんが、個別事業の質の向上と効率的

な財政運営、説明責任の遂行等を引き続き図るため、各課が事業の

検証に自ら取り組み、見直しを図るツールとなる行政評価（事務事

業評価）を再開します。  

行政サービスには「利益」のような絶対的な価値基準が無く、費用

対効果では判断できない事業が数多くある一方で、事業の公平性や公

正性、効果などは定期的に再検証する必要があり、行政評価は、これ

らの検証を担当自らが行うことで、積極的に事業を見直し、住民の福

祉の増進に繋げるツールです。  

本市の行政評価は、平成２４年度を最後に施策マネジメントへ移行

しましたが、行財政改革２０２５に併せ再開することで、行財政改革

へ取り組む職員の意識を改めて醸成し、第５次基本構想・前期基本計
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画の施策の実現を目指します。  

       

 

 ４  行財政改革の成果に対する考え方  

 

   一般的に初期の行財政改革では、「量の改革」が求められ ていたこと

から、本市の行財政改革でも、歳入確保、歳出削減、職員数削減 を測

る定量的な目標値を設定し、アウトソーシングやコストカット、職員

の非常勤職員化などに取り組んできました。しかし、四半世紀にわた

り「量の改革」に取り組んだ結果、即効性のあるコストカ ットや職員

数削減はある程度進んだことから、今後は、次のステージとして制度

や組織の変革といった「質の改革」が必要となっております。これま

での行財政改革をダイエットで例えれば食事制限であり、体重や体脂

肪率の減少を目標に行ってきたのに対し、これからの行財政改革は理

想的な体型を求める筋力トレーニング等であり、筋力がつくことで体

重（職員数や費用）が増加することもあるものの、基礎代謝（組織

力）が上がることで自然と脂肪が燃焼（財政効果や職員数削減効果）

し、より健康的で理想的な体を得ることができるものです 。  

このことから、行財政改革の次のステージを目指す 行財政改革２０２

５では、制度や組織を改革するための３つの重点取組を確実に実行する

ことで、住民の福祉の増進を図り続けることができる経営基盤の構築、

「質の改革」に取り組みます。これにより、財政効果や職員数削減効果

等の量的な効果は、数年遅れて自然と現れてくるものと見込みます。  

 

アクション
プラン２０２０
【個別取組】

行政評価
（事務事業評価）

【個別取組】

行財政改革
プラン２０２０

【方針・重点取組】

行財政改革
２０２５

【方針・重点取組】
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５  進行管理  

 

   行財政改革において、ＰＤＣＡによる進行管理は非常に重要な要素

である一方、行財政改革２０２５の３本の柱である重要取組は、制度

や組織の改革を目指す「質の改革」であることから、それぞれに紐づ

く個別取組についてはＰＤＣＡサイクルによる進行管理が可能なもの

と、これが馴染まない取組が混在しています。従って進行管理が可能

◎９人で取り組んでいたＡ業務の一部を委託化して職員３人を削減した場合

※職員一人あたりの人件費850万円

９人×８５０万円 ６人×８５０万円＝５，１００万円
＝７，６５０万円 委託料　　　　　　３，０００万円

　　 ８，１００万円

　Ａ事業単独で考えると、サービスの質は向上したが、赤字で財政効果はないと考えがち。

　しかし、Ａ業務で生み出した職員をＢ業務、Ｃ業務に配分すると

恒常的に忙しいＢ業務に 行政課題を抱えるＣ業務に
１人補充 一時的に２人補充
⇒時間外勤務の削減 ⇒行政課題の解決

　Ｃ業務について行政課題が解決後に２人を、退職で欠員の出た業務に再配置
　退職に対し新規採用を行わなければ２人の人員削減となる。

Ａ業務 Ａ業務

＜

Ｂ業務 Ｃ業務

委託化
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な個別取組の評価がそのままイコールで重点取組の評価とはならない

ことを踏まえたうえで、進行管理が可能な取組については個別でこれ

を行い、この結果を参考に３本の重要取組について、指標の達成度合

いを測っていきます。  

 

 ６  行財政改革プラン２０２０から２０２５への引継ぎ  

 

   行財政改革プラン２０２０の計画期間は令和３年３月末までであ

り、次期計画案は令和３年４月のスタートを予定していましたが、新

型コロナウイルスによる影響などを受け、計画の策定が中断されたこ

とにより、行財政改革２０２５策定までの間は、空白期間 となってお

ります。しかし、行財政改革は行政の経営手段の一つであり、プラン

は一定期間内の具体的な取組をまとめた実行計画であることから、計

画の期間が切れたとしても、経営方針が変わらない限り行財政改革そ

のものは実行され続けます。例えば定員管理や公民連携アウトソーシ

ングの推進、自治体ＤＸや改善・改革運動の推進などはこの間も粛々

と進めております。そして、これらの取組は、そのまま行財政改革２

０２５の計画期間に入っても継続されます。これは、第１次行財政改

革大綱から行財政改革２０２５まで、市の経営方針として行財政改革

の推進が一貫していることを意味しています。  
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Ⅳ  行財政改革２０２５の３本の柱  

 

  行財政改革２０２５の重要取組である３本の柱の取組の方向性につい

て示します。柱は数字が小さい程優先順位が高くなります。  

第１の柱  自治体ＤＸの推進  

取 

組 

事 

項 

①情報システムの標準化・共通化  

②マイナンバーカードの普及促進  

③行政手続きのオンライン化  

④ＡＩ・ＲＰＡの利用促進  

⑤テレワークの推進  

⑥セキュリティ対策の徹底  

主
な
戦
略  

〇  

〇  

〇  

主 
な 

効 

果 

⑴窓口申請業務のオンライン化  

⑵窓口申請業務のワンストップ化  

⑶電子決裁導入による文書管理業務の簡素化・効率化  

⑷照会・回答業務の簡素化・効率化  

⑸入札業務等におけるＲＰＡ等の活用  

⑹庁内会議のオンライン化  

⑺ＡＩによる手書き文字のテキスト変換  

⑻ＡＩによる会議録テキストデータ変換  

⑼ＲＰＡによるデータ入力・定型資料作成・確認・照合業務  

主なスケジュール  

 令和 ４年 度  令和 ５年 度  令和 ６年 度  令和 ７年 度  
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第２の柱  公民連携アウトソーシングの推進  

取 

組 

事 

項 

①学校給食調理の委託化（学務課）  

②学童保育所の委託化（児童青少年課）  

③児童館の委託化（児童青少年課）  

④公民館のセンター化（公民館）  

⑤図書館の委託化（図書館）  

⑥保険年金課の窓口業務委託化（保険年金課）  

主
な
戦
略  

 

主
な
効
果 

⑴行政サービスの質の向上  

⑵事務の効率化による人員の削減  

⑶スケールメリットを生かした歳出削減  

主なスケジュール  

 令和 ４年 度  令和 ５年 度  令和 ６年 度  令和 ７年 度  
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第３の柱  公共施設マネジメントの推進  

取
組
事
項 

①公共施設の総量抑制  

②公共施設の集約化・複合化・用途変更  

③公共施設５９施設６３棟の長寿命化  

④社会教育関係施設２０施設２１棟の長寿命化  

主
な
戦
略  

 

主 

な 

効 

果 

⑴公共施設更新の縮減と平準化  

⑵公共施設等の機能の維持  

⑶安心かつ安全な公共サービスの提供  

⑷公共施設等の多機能化・複合化  

⑸資産の有効活用  

主なスケジュール  

 令和 ４年 度  令和 ５年 度  令和 ６年 度  令和 ７年 度  

     

     

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

総合管理計画、個別計画による  
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Ⅴ  その他  

 

１  継続事項  

 

   行財政改革２０２５では「質の改革」を主眼に、 特に重要な取組を

３つに絞り、集中して戦略的に取り組んでいきます。一方で、これま

での行財政改革において課題として残されてきた重要な取組や継続す

べき取組についても、住民の福祉の増進のためには引き続き取り組ん

でいく必要があります。従いまして、これらの取組については柱には

据えないものの、引き続き各部が中心となって取り組んでいきます。  

⑴ 組織改正  

    本市は、平成１９年度以降大きな組織改正を行っていないことか

ら、新たな行政サービスの提供や社会情勢の変化等に対応するため

に、組織改正の必要性が認められます。組織改正により人員配置が

見直され、人員を適材適所に戦略的に配置することができれば、行

政課題が解決されるだけでなく、恒常的に忙しい部署の時間外勤務

の削減、重点取組推進の加速なども期待されます。また、余剰人員

を生み出すことができれば、将来的には職員数の削減にも繋がりま

す。  

 ⑵  補助金等の見直し  

   平成３０年３月に策定した補助金等の見直し基準に基づき、公平

性、公正性、公益性、重要性、効果性の５つの観点から補助金の見

直しを実施します。補助開始から一定期間が経過した補助金は、そ

の必要性を再検証し、廃止、縮小、再構築等を行うことで歳出削減

が図られ、新たな住民の福祉の増進へ予算を振り向けることができ

ます。  

 ⑶  債権管理の強化  

   市税の滞納整理を推進するとともに、税以外の債権管理を段階的

に強化して、税収等の歳入の確保に努めます。  
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 ⑷  改善・改革運動「ＣｏＣｏからチャレンジ・こがねい」の実施  

   行財政改革に対する職員一人ひとりの理解を高め、取組を促進

し、職場風土を変えていくために、職員・職場から改善・改革を進

める取組を推進します。  

 ⑸  受益者負担の適正化  

   超少子高齢化社会の到来により税収の減が確実視される中、行政

サービスを維持し、受益者と非受益者の公平性を確保するために

は、一定の受益者負担を求めることについてはご理解いただけるも

のと認識しています。  

平成３０年３月に策定した受益者負担基準に基づき、効率性の確

保、公平性の確保、歳入の確保、妥当性の確保の原則から使用料・手

数料等の適正な受益者負担を求めます。  

 

 



小金井市行財政改革市民会議（第５回）                  資料４ 

令和４年１月２０日 

小金井市行財政改革審議会の設置について 

 

１ 内容 

  令和４年８月以降、小金井市行財政改革審議会（以下「行革審議会」という。）を新

たに設置する。なお、組織等については、行財政改革市民会議（以下「市民会議」と

いう。）の１０期（２０年以上）にわたる実績を一定踏まえたものとする。 

 

２ 設置目的・理由 

  社会的な価値観の変化に対応し、住民の福祉の更なる増進を図ることを目的に、持

続可能な経営基盤を確立する過程において本市が推進すべき行財政改革について、附

属機関による調査審議が必要なため。 

 

３ 諮問事項 

  行財政改革の推進に関する重要事項 

 ※ 行財政改革の基本的な方針の策定に関すること等を想定している。 

 

４ 行財政対策審議会及び市民会議の廃止について 

  行財政対策審議会（以下「対策審議会」という。）及び市民会議は、行革審議会と設

置目的及び位置付けが異なるため廃止する。 

 【参考】行革審議会、対策審議会及び市民会議の設置目的等 

附属機関等の名称 位置付け 時代背景・設置目的 

行革審議会 市の附属機関 

 社会全体の価値観が大きく変化している中

で、住民福祉の増進を目的に行財政改革を推進

するため、附属機関における調査審議が必要 

対策審議会 

（昭和５４年度設置） 
市の附属機関 

高度経済成長が終わりを迎え、市の行財政の

改善を図ることを目的に設置 

⇔ 時代背景及び当時の「市の行財政」の在り

方が現在と異なる。 

市民会議 

（平成８年度設置） 
市長の私的諮問機関 

急激な財政再建が必要な時代に、市の行財政

改革について助言する目的で、私的諮問機関と

して設置 

 

５ スケジュール（予定） 

  令和４年 ２ 月 令和４年第１回定例会に行革審議会条例案提出 

       ４月１日 行革審議会条例施行、対策審議会廃止 

       ７ 月 末 第１０期市民会議委員任期満了、市民会議廃止 

       ８～９月 行革審議会 委員公募・選考等 

       １０～１２月 行革審議会委員委嘱及び第１回会議開催 

  令和５年 １～３月 第２回会議開催 


